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平成 22 年度 共通目的事業の実施概要 
 
（1）収支決算 
  1）収入の部（消費税込み）                    （単位：円） 

 予算額 決算額 差額 達成率 

前年度からの繰越 216,995,000 232,743,377 -15,748,377 107.3％ 

本年度収入 376,800,000 486,373,278 -109,573,278 129.1％ 

合 計 593,795,000 719,116,655 -125,321,655 121.1％ 

 

 2）支出の部（助成事業を除き消費税込み） 

 予算額 決算額 差額 達成率 

自主事業 166,800,000 120,271,882 46,528,118 72.1％ 

委託事業 174,616,000 165,802,759 8,813,241 95.0％ 

助成事業 50,500,000 38,961,209 11,538,791 77.2％ 

小計 391,916,000 325,035,850 66,880,150 82.9％ 

助成事業の消費税 2,525,000 1,948,061 576,939 77.2％ 

予備費 199,354,000 392,132,744 -192,778,744 196.7％ 

合計 593,795,000 719,116,655 -125,321,655 121.1％ 

 
 
（2）共通目的事業の区分－共通目的事業の柱、重点世代と目的 
 
 1）共通目的事業の柱 
  ①著作権制度に関する思想普及、調査研究に関する事業、又はこれらの事業への助成 
  ②著作物の創作の振興および普及に資する事業、又はこれらの事業への助成 
  ③著作権、著作隣接権の保護に関する国際協力、又はこれらの事業への助成 
  ④著作権、著作隣接権保護のための技術的制限にかかわる調査研究に関する事業、又   
   はこれらの事業への助成 
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 2）共通目的事業の重点的に対象とする世代と目的 
  ①小・中・高校生を対象とする「著作権教育」の場で、著作権や著作隣接権等の権利

を大事にする心を育てるとともに、著作物、実演、CD 等を利用するときの基礎的

な知識を具体的に理解させる。 
  ②若い世代を中心とした一般の人々を対象として、協会、関係団体、あるいは各種外

部団体が行う研修その他各種催し物で、著作権や著作隣接権についての正しい知識

と著作物等を利用するときの基礎的な知識をわかりやすく具体的に理解させる。 
  ③著作物の創作の振興に役立つ事業、および著作権、著作隣接権の国際的な保護と協

力を促進する事業の開発、実施を検討する。 
  ④著作権制度、補償金制度について基礎的な調査、研究を進めるとともに著作権法制

度研究者および著作権教育推進者の育成の一助となる事業の開発、実施を進める。 
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日本教育新聞への記事広告掲載事業 
 

1． 事業の目的 
教育の現場では「著作物」に触れる機会は増大しており「著作権保護」の重要性等はますます大き

くなってきている。そこで、日本教育新聞が読者として対象としている教師及び教育委員会等に対し、

著作権制度の理解を深めるとともに、著作権教育のために必要な知識、情報等を提供して著作権教育

に資することを目的とする。 
  
   日本教育新聞－全国の小・中・高校、教育委員会等教育機関、教員を読者とする教育専門全国紙 
          毎週月曜日発行、発行部数 25 万部 
 
2． 事業の内容 

○日本教育新聞に企画広告記事「教育の中の著作権を考える」（1 頁全面：15 段：カラー）を学期ご

とに一回ずつ以下のとおり掲載した。 
・ 第 1 回 平成 22 年 7 月 12 日 
・ 第 2 回 平成 22 年 11 月 1 日 
・ 第 3 回 平成 23 年 2 月 14 日                            

  ○平成 22 年度は、年間のテーマを「著作物にかかわる権利者と著作物利用のススメ」とし、 
第 1 回「作品にかかわる権利者とその立場の変化」（協力：日本放送協会） 
第 2 回「著作物利用の交渉術 １」（協力：一般社団法人日本音楽著作権協会） 
第 3 回「著作物利用の交渉術 ２」 

以上、3 回を通じて NPO 著作権教育フォーラム大貫恵理子氏の執筆で掲載した。 
  ○このほか、昨年度に引き続き 3 回を通じて、元文化庁著作権課課長補佐大和淳氏執筆による千代

作先生の「解決！学校での著作権いろいろ」を掲載した。 
  ○なお、企画・取材・編集業務については、(株)アイプラネットに委託して実施した。 
 
3． 収支決算書                                （単位：円） 

項  目 金 額 摘  要 
1)収入の部 
 共通目的・自主事業費 10,000,000  
2)支出の部 
 業務委託費 
  第 1 回掲載 
  第 2 回掲載 
  第 3 回掲載 

 
3,050,775 
3,050,775 
3,205,650 

業務委託先：(株)アイプラネット 
 企画・取材・編集・掲載料 

合 計 9,307,200  
差 額 692,800  
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著作権情報誌「くれあとーれ」の発行事業 
 

1． 事業の目的 
  著作権制度、私的録画補償金制度等について、広く一般の人々の理解を深めるため、親しみやすい

著作権情報誌を発行し全国の店舗に置いて、無償で配布する。 
 
2． 事業の内容 

○ 22 年度は、19 号（5 月）、20 号（9 月）、21 号（23 年 1 月）を発行した。 
○ 紙面構成は、「檀ふみのくろすおーばーとーく」、「ロケ地を訪ねて」、「マンガ；ドクターサーブ

の著作権入門」、「著作権これってどうなの(読者からの質問に神谷信行弁護士が回答)」、「著作

権クイズ（大和淳氏作成」、「私のこの一冊」の 6 企画のほか話題になった時期に合わせてテー

マを選び、特集記事を掲載した。特集記事として、19 号は「著作権法の改正について」、20 号

は「私的録画補償金の権利者への分配について」、21 号は「電子書籍をめぐる動きについて」

を掲載した。 
○ 発行部数：38,500 部 
○ 配布場所：レコード店(新星堂、HMV ジャパン、レコード商業組合加盟店の一部等)、書店(紀

伊国屋、丸善、文教堂）、スーパー(ダイエー、イトーヨーカ堂、ユニーアピタ)、楽器店（ヤマ

ハミュージック・山野楽器）、その他(バスターミナル等交通機関、ビデオレンタル店の一部)な
ど約 644 箇所、約 800 ラックで配布したほか、会員関係団体を通じて広く配布した。 

○ アンケート：第 19 号 745 通、第 20 号 650 通、第 21 号 740 通の回答が寄せられた。発行回数

の増加、増ページを希望するものや、「著作権の重要性が理解できた」などの好意的な反響が多

かった。 
○ 22 年度は、これまで発行した表紙の写真を利用した「くれあとーれカレンダー」を 600 部作成

し希望者に配布した。 
 

3．収支決算書                                （単位：円） 

項  目 金 額 摘  要 

1)収入の部 

 共通目的・自主事業費 40,000,000  

2)支出の部 

 第 19、20、21 号制作費 
    〃    配送費 
    〃       諸費 
 カレンダー制作費 
    〃 配送費 

24,212,173 
10,181,135 

553,822 
1,228,500 

394,852 

(7,995,835 円+8,051,425 円+8,164,913 円） 
(3,412,552 円+3,391,983 円+3,376,600 円) 
アンケート集計費等 

合 計 36,570,482  
差 額   3,429,518  
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新聞雑誌等への広告掲載事業 

 

1．事業の目的 

私的録画補償金制度と政令指定対象機種・記録媒体の紹介、私的録画物の正しい利用等について広

く一般に周知する。 

 

2．事業の内容 

  新聞、テレビ番組情報誌、AV 機器情報誌、一般情報誌等の幅広い読者層をターゲットとして、私

的録画補償金制度の趣旨、補償金支払対象機器・媒体、補償金の額、及び、私的録画により作成され

た複製物の正しい利用方法についての注意点等を分りやすく簡潔に記した広告を作成した。この広告

は秋以降に新聞雑誌等に掲載する計画であったが、訴訟中のため、印刷媒体による広告掲載は差し控

えた。 

  この結果、執行した予算は、広告作成のデザイン料のみとなった。 

   

 

3．収支決算書                                （単位：円） 

項  目 金 額 摘  要 

1)収入の部 

 共通目的・自主事業費 42,600,000  

2)支出の部 

広告掲載料 新聞 

      雑誌 

デザイン料 

0 

0 

1,515,150 

 

合 計 1,515,150  

差 額 41,084,850  
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私的録画補償金制度周知のための地方新聞への広告掲載事業 

 

1． 事業の目的 

私的録画補償金制度周知のために、CRIC に委託して実施している「市民のための著作権講座」の

開催広告に合わせて、開催地の地方新聞に広告を掲載する。 

 

2． 事業の内容 

○ 平成 22 年度は、5 月：名古屋市、6 月：大阪市、7 月：浜松市、9 月：前橋市、11 月；松山市、

2 月福岡市で開催された「市民のための著作権講座」の開催に合わせて、中部日本新聞、産経

新聞、静岡新聞、上毛新聞、愛媛新聞、西日本新聞に、それぞれ半三段モノクロの広告を CRIC

の著作権講座受講者の募集広告と並びの紙面で掲載した。 

 

3．収支決算書                                （単位：円） 

項  目 金 額 摘  要 

1)収入の部 

 共通目的・自主事業費 3,700,000  

2)支出の部 

広告掲載料（上記紙） 

デザイン料 

3,409,350 

0 

 

合 計 3,409,350  

差 額 290,650  
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私的録画補償金制度周知のための広報ビデオの映画館上映事業 

 

1． 事業の目的 

私的録画補償金制度の周知のための 30 秒広報ビデオを全国各地の映画館で上映する。 

 

2． 事業の内容 

○ 平成 22 年度に引き続き、上半期は作品指定で、下半期はシネコン全スクリーンで広報ビデオ

を上映した。 

○ 上半期は、平成 22 年 7 月 17 日からの 2 週間、全国 28 館で上映されたアニメ「借りぐらしの

アリエッティ」及び 7 月 3 日からの 2 週間、全国 29 館で上映された邦画「踊る大捜査線 The 

MOVIE3」に合わせて広報ビデオを上映した。この期間の入場者は、「借りぐらしのアリエッ

ティ」約 46 万 7 千人、「踊る大捜査線 The MOVIE3」約 42 万 5 千人であった。（合計約 89

万 2 千人）。 

○ 下半期は、平成 22 年 12 月 25 日からの 2 週間、全国 17 館のシネコン全スクリーン(174 スク

リーン)で上映された映画にあわせて広報ビデオを上映した。この期間の入場者は、約 79 万 5

千人であった。 

 

 

3．収支決算書                                （単位：円） 

項  目 金 額 摘  要 

1)収入の部 

 共通目的・自主事業費 31,000,000  

2)支出の部 

 上半期上映分 

 下半期上映分 

 声優契約料 

15,190,350 

14,883,750 

315,000 

｢借りぐらしのｱﾘｴｯﾃｨ」「踊る大捜査線」計 57 館 

17 館、全スクリーン（174 ｽｸﾘｰﾝ） 

CM ナレーション声優年間契約料 

合 計 30,389,100  

差 額 610,900  
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私的録画補償金制度周知のためのラジオ放送による広報事業 

 

1． 事業の目的 

ＡＭラジオ局でのネットワークを利用し 20 秒の広報を放送することにより、私的録画補償金制度

の周知を図る。 

 

2． 事業の内容 

○ 平成 22 年 4 月～6 月の 3 ヶ月間（全 13 週）は、視聴率の最も高い TBS ラジオ基幹の 7 局ネ

ット（北海道放送、東北放送、TBS ラジオ＆コミュニケーションズ、中部日本放送、毎日放送、

中国放送、RKB 毎日放送）で、18:00～21:00 毎週金曜日に放送される「プロ野球中継」の中

で、1 試合につき 20 秒の補償金制度広報を 5 回放送した。ネット局は 7 局であるが、各局のサ

ービスエリアが広いため、全国中継に近い範囲で聴取可能である。 

 

○ このほか、首都圏内では 1 試合につき 1 回、60 秒の広報（アナウンサー2 人によるトーク形式）

を放送した。 

 

○ 平成 22 年 7 月～23 年 3 月の 9 ヶ月間は、JRN 系列全 33 局ネットで、毎週土曜日放送される

「ウィークエンドネットワーク」の中で、20 秒 CM を 1 回放送した。 

 

 

3．収支決算書                                （単位：円） 

項  目 金 額 摘  要 

1)収入の部 

 共通目的・自主事業費 24,000,000  

2)支出の部 

エキサイトベースボール 

ウィークエンドネットワーク 

14,175,000 

9,450,000 

 毎週金曜日 1 試合 5 回放送 

 毎週土曜日  1 日 1 回放送 

合 計 23,625,000  

差 額 375,000  
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横浜国立大学への寄附講座事業 
 

1． 事業の目的 
 
  教員を目指す学生に、著作権に関する基礎的な知識や意識を持たせることにより、将来の著作権教

育の充実を図るため、横浜国立大学教育人間科学部に寄附講座を開設する。合わせて、この寄附講座

で現職教員のための著作権教育シンポジウム及び著作権教育に関する意識や実態に関する調査を行

うとともに、著作権教育のためのテキストを作成する。また、学校に出向いて、教員等を対象に著作

権に関する出前講座を実施する。 
 
2． 事業の内容 
① 講座「教育とメディア」 
 

 ・｢教育とメディアⅠ｣ 
   教員養成課程の学生に限らず著作権に関心のある学生を対象として、著作権の基礎的な講座及び

関係業界のゲスト講師による授業を実施した。履修者は 262 名。このほか、市内大学間単位互換制

度により、横浜国立大学以外の学生も 10 名受講した。 
 
 ・｢教育とメディアⅡ｣ 
   教育関係ゲスト講師による講義と学校教育での著作権に配慮した活動について学習を行った。履

修者は 116 名。 
 
 ・ワークショップ「メディアと著作権」 
   初めに著作権法に関する講義を行い、著作物を利用する上での配慮すべき点を学んだ後、受講者

38 名を 2 から 4 人の少人数グループに分け、それぞれに希望する著作物（映画 3 作品、音楽 2 作

品、写真集 2 作品）の制作活動を行い、その過程を通じて、他の著作物との関係や、著作権者とし

て考慮すべきことなどを学んだ。講義の最終回では、制作した合計 7 作品の発表会を行った。 
  
② 現職教員のための著作権と情報モラル 

神奈川県下の教育委員会、横浜市内の小・中・特別支援学校に出前講座の広報ポスターを配布し、

出前講座の希望を募ったところ、小学校 2 校、中学校 1 校、教員研究会 2 会場の 5 箇所の応募があ

り、聴講者は合計で、113 名であった。出前講座は各回とも大変好評であり、各学校の事後アンケ

ートからも今後も継続して出前講座を開いてほしいとの声が上がっている。 
    
③ 著作権教育に関する教材研究・開発 

昨年度に引き続き、著作権教育の実践事例を収録した DVD5 枚を作成、またこの寄附講座の活動

の成果と教員養成課程での著作権教育のテキストとして「教育の情報化と著作権教育」（野中陽一

編）を出版（三省堂）した。 
 

3．収支決算書                                  （単位：円） 
項  目 金 額 摘  要 

1)収入の部 
 共通目的・自主事業費 13,500,000  
2)支出の部 
 横浜国立大学への寄付金 
 ・講座「教育とメディア」 
 ・著作権教育講演会 
 ・教材の研究開発 

 
13,455,600 

各項目の予算は一体的に執行しており合計

表記とした。 

合 計 13,455,600  
差 額 44,400  
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ＳＡＲＶＨプロデューサー賞贈呈事業 

 

1． 事業の目的 

(協)日本映画製作者協会(日映協)が実施している「新藤兼人賞」に合わせて、優れたプロデューサ

ーの発掘、育成に貢献することを目的に、ＳＡＲＶＨプロデューサー賞を贈呈する。 

選考・表彰の業務は(協)日本映画製作者協会に委託して実施する。 

 

2． 事業の内容 

平成 21 年 12 月から平成 22 年 11 月までの 1 年間に劇場で公開された作品のうちから、優秀な作

品の完成に大きな貢献を果したプロデューサーに対し「年間最優秀プロデューサー」として顕彰し、

贈賞する（平成 22 年度は 6 回目）。 

○ＳＡＲＶＨプロデューサー賞：トロフィー・副賞 100 万円（初の 2 名受賞となり各 50 万円） 

○平成 22 年度の受賞者：桂壮三郎氏、若松孝二氏の 2 名の受賞となった。 

○対象作品：桂 壮三郎「アンダンテ～稲の旋律」 

      若松 孝二「キャタピラー」 

○受賞理由： 

(協)日本映画製作者協会の選考委員から「受賞した 2 本の作品は、いずれも自分で作りたい

映画を何とか自力で作り上げ、自力で売って歩くという独立プロデューサーの原点に根ざして

いる。」と高い評価を受け、2010 年の公開された映画の中で、最も優秀な作品の完成に大きな

貢献を果たしたプロデューサーとして、甲乙つけがたいと二人の受賞となった。 

二人の受賞はＳＡＲＶＨ賞では初めて。 

○授賞式：平成 22 年 12 月 3 日、丸の内東京會舘 

  

3．収支決算書                                （単位：円） 

項  目 金 額 摘  要 

1)収入の部 

 共通目的・自主事業費 2,000,000  

2)支出の部 

 トロフィー・副賞 

 授賞式関係費 

 審査関係費等 

1,040,000 

480,000 

480,000 

＠500,000×2 名、トロフィ×2 個 

会場費等 

選考委員謝礼、ダビング費・資料作成費等 

合 計 2,000,000  

差 額 0  

 



 

 

 

 

 

 

 

委 託 事 業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 



1 「はじめての著作権講座～著作権って何？」の作成・配布事業 11

2 「はじめての著作権講座Ⅱ～こんなときあなたは？著作権Q&A」の作成・配布事業 13

3 「デジタルネットワーク社会と著作権」の作成・配布事業 15

4 「図書館と著作権」の作成・配布事業 17

5 「コミックでわかる著作権・おじゃる丸」の作成配布事業 19

6 「Copyright Ｓｙｓｔｅｍ in Japan 2010」の作成配布・事業 21

7 「Copyright Law of Japan 2010」の作成配布・事業 23

8 著作権情報誌「くれあとーれ」の配布事業 25

9 著作権研修講座講演録の発行配布 27

10 著作権制度広報ビデオの貸出、上映、および解説冊子作成・配布事業 29

11 著作権制度広報ビデオ製作事業 31

12 「外国著作権法令集（イギリス篇・韓国篇）の翻訳・作成・配布事業 33

13 インターネットによる著作権情報提供事業 35

14 「著作権相談室」における電話・面接相談 37

15 「国際ブックﾌｪｱ・図書館総合展」への出展事業 40

16 「第8回 著作権・著作隣接権論文」の募集事業 43

17 「著作権文献・資料目録2009」の発行・配布事業 45

18 全国主要都市における「市民のための著作権講座」の開催事業 48

19 留学生海外派遣事業 51

20 子供向けWEBサイト「Kids CRIC」による著作権思想普及事業 53

21 「著作権特別講演会」の開催事業 55

22 資料室における図書資料の収集および提供事業 57

23 著作権法と不競法に関する調査・研究事業 60

24 著作権法と表現の自由に関する調査・研究事業 64

委 託 事 業
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名  

著作権制度広報パンフレット 
「はじめての著作権講座～著作権って何？」の作成・配布事業 

 
２ 事業の実施経過 

  著作権制度の基本的事項の全般をわかり易く解説した冊子で、従来から、最も配布要請が

多いものである。内容を一部改訂して作成し、配布した。 
 

３ 実施内容及び成果 
  広く一般からの配布要請に応じて、郵便、宅配便等により配布したほか、「東京国際ブッ

クフェア」「図書館総合展」の来場者、「市民のための著作権講座」「関東・関西地区著作権

研修講座」の参加者等に配布した。 
６月に 90,000 部作成し、前年度残 31,134 部と合わせて、102,176 部を配布した。 

 
４ 今後予想される効果 

  著作権思想普及のため、最も有効かつ適切な冊子であり、今後も広い範囲に継続的に配布

することにより、思想普及効果がさらに高まることが期待できる。 
 

５ 本事業により作成した印刷物（研究報告書、ポスター・パンフレット） 
「はじめての著作権講座～著作権って何？」 90,000 部 

  
６ その他資料 

(1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

委託事業実施報告書 
 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名 
   著作権制度広報パンフレット 

「はじめての著作権講座Ⅱ～こんなときあなたは？著作権 Q＆A」の作成・配布事業 
 
２ 事業の実施経過 
     この冊子は、行政の分野や広く一般的で身近な著作権問題について、早稲田祐美子 

弁護士、原田文夫元相談員の共著により、Q&A 形式でわかり易く解説した冊子で、内容を 
一部改訂して作成し、配布した。 

 
３ 実施内容及び成果 

地方自治体、公共施設および一般からの要請に応じて、郵便、宅配便等により配布したほ

か、「東京国際ブックフェア」「図書館総合展」の来場者、「市民のための著作権講座」「関

東・関西地区著作権研修講座」の参加者等に配布した。 
6 月に 60,000 部作成し、前年度残 20,234 部と合わせて、59,773 部を配布した。 

 
４ 今後予想される効果 

この冊子は、地方自治体、公共施設、教育委員会等の行政に関わる分野を中心に、広く一

般からも配布要請が多く、著作権思想普及のため有効なものであり、今後もできる限り広い

範囲に、継続的に配布することにより、思想普及の効果がさらに高まることが期待できる。 
 
５ 本事業により作成した印刷物（研究報告書、ポスター・パンフレット） 

「はじめての著作権講座Ⅱ～こんなときあなたは？著作権 Q＆A」 60,000 部 
  

６ その他 
 (1) 添付資料 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 

委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名  

著作権制度広報パンフレット 
「デジタル・ネットワーク社会と著作権」の作成・配布事業 

 
２ 事業の実施経過 

デジタル化・ネットワーク化に伴う著作権問題について、半田正夫青山学院大学名誉教授

著により、Q&A 形式でわかり易く解説した冊子で、内容を一部改訂して作成し、配布した。 
 
３ 実施内容及び成果 

  広く一般からの配布要請に応じて、郵便、宅配便等により配布したほか、「東京国際ブッ

クフェア」「図書館総合展」の来場者、「市民のための著作権講座」「関東・関西地区著作権

研修講座」の参加者等に配布した。 
8 月に 70,000 部作成し、前年度残 16,271 部と合わせ、39,659 部を配布した。 

 
４ 今後予想される効果 
      デジタル･ネットワーク社会の到来に伴い、著作権との関わりについての関心が高まって

いることから、この冊子に対する需要は今後更に強まるものと予想される。 
      今後も広い範囲に、継続的に配布することにより、著作権思想普及効果がさらに高まるこ 

とが期待できる。 
 
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター、パンフレット等) 
    「デジタル・ネットワーク社会と著作権」 70,000 部 
 
６ その他資料 
 (1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 受託事業名 

「図書館と著作権・ケーススタディ著作権第 3 集」の作成・配布事業 
 
２ 事業の実施経過 

この冊子は、図書館における著作権問題について、九州大学附属図書館研究開発室特別研

究員 黒澤節男氏の著により、Q&A 形式でわかり易く解説したもので、内容を一部改訂し

て作成し、配布した。 
 
３ 実施内容及び成果 

学校、図書館関係者並びに一般からの要請に応じて、郵便、宅配便等により配布したほか、

「東京国際ブックフェア」「図書館総合展」の来場者、「市民のための著作権講座」「関東・

関西地区著作権研修講座」の参加者等に配布した。 
5 月に 50,000 部作成し、前年度残 21,894 部と合わせて、58,018 部を配布した。 

 
４ 今後予想される効果 

この冊子は、図書館における複写サービスなど、図書館に関連する幅広い問題点について、

わかり易く解説していることから、主として、図書館関係者及び教育関係者に活用されてお

り、今後も継続的に配布することにより、著作権思想普及に資することが期待できる。 
 
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 

「図書館と著作権・ケーススタディ著作権第 3 集」 50,000 部 
 
６ その他 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

委託事業実施報告書 
 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 

記 
１ 委託事業名  

著作権制度広報パンフレット 
「コミックでわかる著作権・おじゃる丸」の作成・配布事業 

 
２ 事業の実施経過 

この冊子は、少年期にできるだけ著作権に関する基礎的知識を身に付けられるよう、極め

て基本的な事柄をわかり易くマンガで解説したもので、内容を一部改訂して作成し、配布し

た。 
 

３ 実施内容及び成果 
昨年度同様、全国の小学校 6 年生全員を対象とする配布は行わず、希望する必要部数を配

布する旨の案内状、案内チラシ、本冊子 5 部及び 5 種類の無償パンフレット各 1 部を、7 月

中に全国の小学校、教育委員会・教育事務所（約 24,500 ヶ所）に送付し、申込みのあった

小学校等に必要部数を配布した。 
また、「東京国際ブックフェア」「図書館総合展」の来場者、「市民のための著作権講座」

「関東・関西地区著作権研修講座」の参加者等に配布したほか、一般からの配布要請にも応

じた。 
7 月に 260,000 部作成し、前年度残 26,294 部とあわせ、206,897 部を配布した。 

 また、著作権制度広報パンフレット 7 種類を紹介する案内チラシを作成した。 
 

４ 今後予想される効果 
著作権思想の普及を促進するためには、若年層に対して、できる限り早い時期から繰り返

し継続的に啓発活動を行うことが必要であり、また、効果的である。この冊子は、思想普及

のために、極めて有効なものであり、今後も継続して配布することにより、その効果が高ま

ることが期待できるものである。 
 

５ 本事業により作成した印刷物（研究報告書、ポスター・パンフレット） 
「コミックでわかる著作権・おじゃる丸」  260,000 部 
「無償パンフレット総合案内チラシ」   30,000 部 

  
６ その他 

(1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名 

著作権制度広報パンフレット 
「Copyright System in Japan 2010」の作成・配布事業 

 
２ 事業の実施経過 

わが国の著作権制度を英語で解説した冊子(文化庁国際課執筆)で、内容を一部改訂して作

成し、配布した。 
 
３ 実施内容及び成果 

9 月に 1,000 部作成し、10 月に実施した「アジア地域著作権・著作隣接権に関する特別研

修(東京特別研修)」の参加者および平成 23 年 2 月に開催した「アジア著作権会議(旧・東京

セミナー)」の参加者等のほか、当センター正会員、関係団体、学識者、海外関係先等に 590
部を配布した。残部は、平成 23 年度に入り、当センター及び関連団体が実施する研修で来

日する研修生等に配布するほか、文化庁と WIPO が共同で実施する APACE 事業(アジア地

域著作権制度普及促進事業)等において配布する。 
 
４ 今後予想される効果 

わが国の著作権制度全般を英語で解説した唯一の資料として、文化庁国際課を通じて海外

に配布するほか、アジア地域等から訪日する各種の研修生等に配布することにより、特に、

著作権制度の確立が遅れているアジア太平洋地域の国々に対する著作権制度普及促進のた

めに、効果を発揮することが期待できる。 
 
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 

「Copyright System in Japan 2010」 1,000 部 
 
６ その他資料 
 (1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
１ 委託事業名 

著作権制度広報パンフレット 
「Copyright Law of Japan 2010」の作成・配布事業 

 
２ 事業の実施経過 

「著作権法の概要」「著作権法」「旧著作権法(抄)」「万国著作権条約の実施に伴う著作権

法の特例に関する法律」「連合国及び連合国民の著作権の特例に関する法律」「プログラム

の著作物に係る登録の特例に関する法律」「映画の盗撮の防止に関する法律」「著作権等管理

事業法」「著作権二関スル仲介業務二関スル法律（廃止）」「私的録音録画補償金制度につい

て」を、帝京科学大学名誉教授 大山幸房氏の翻訳により改訂版を作成し、配布した。 
 
３ 実施内容及び成果 

9 月に 1,500 部作成し、10 月に実施した「アジア地域著作権・著作隣接権に関する特別研

修(東京特別研修)」の参加者および平成 23 年 2 月に開催した「アジア著作権会議(旧・東京

セミナー)」の参加者等のほか、当センター会員、関係団体、学識者、海外関係先等に 1,211
部を配布した。残部は、平成 23 年度に入り、当センター及び関連団体が実施する研修で来

日する研修生等に配布するほか、文化庁と WIPO が共同で実施する APACE 事業(アジア地

域著作権制度普及促進事業)等において配布する。 
 
４ 今後予想される効果 

本書は、わが国の著作権制度を英語で解説した「Copyright System in Japan」と共に、

著作権制度の確立が遅れているアジア太平洋地域各国の関係者等に配布することにより、こ

れらの国々における著作権制度の普及促進に資するものである。 
 
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 
    「Copyright Law of Japan 2010」 1,500 部 
 
６ その他資料 
 (1) 委託事業収支決算 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
受託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
 理事長  砂 原  幸 雄  殿 

社団法人著作権情報センター 
                            理事長  野 木  武 壽 

 
平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名 

著作権情報誌「くれあとーれ」の配布事業 
   
２ 事業の実施経過 

SARVH 発行の著作権情報誌「くれあとーれ」No.19～No.21 を配布した。 
 

３ 実施内容及び成果 
No.19、20、21、を「コピライト」誌の 5 月、9 月、2 月号にそれぞれ 3,000 部同封して

配布したほか、「市民のための著作権講座」の名古屋(5 月)では No.18(昨年度作成)、大阪(6
月)・浜松(7 月)・前橋(9 月)では No.19、松山(11 月)では No.19 及び No.20、福岡(2 月)では

No.21 を、6 都市合計で約 700 部配布した。 
 
４ 今後予想される効果 
   引き続き「コピライト」誌に同封して配布するほか、「市民のための著作権講座」や各種

イベントなどにおいて配布することにより、著作権制度や私的録音録画補償金制度の周知普

及を図ると共に、SARVH の認知度をさらに高めたい。 
      
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 

（特になし） 
 
６ その他資料 
 (1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
 

平成 23 年 4 月 18 日 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名 

「著作権研修講座講演録」の作成・配布事業 
 
２ 事業の実施経過 

7 月に関東地区（東京）、10 月に関西地区（京都）で開催した、平成 22 年度の著作権研

修講座の講演を、「ＣＲＩＣ著作権研修講座講演録 2010」として取りまとめ、平成 23 年 3
月に発行し、配布した。 
 

３ 実施内容及び成果 
著作権実務者等を対象として開催した、平成 22 年度著作権研修講座（関東地区：7 月 15、

16 日／関西地区：10 月 7、8 日）の講演記録に講演者が加筆し、「ＣＲＩＣ著作権研修講

座講演録 2010」として取りまとめ、1,800 部作成のうえ、受講者をはじめ、会員、著作権制

度の研究者、公共図書館等に 1,749 部を配布した。 
 
４ 今後予想される効果 

この講演録作成・配布事業は、研修講座の参加者のみならず、企業の著作権関係実務者や

著作権制度の研究者等に、講演内容である著作権制度の基礎や著作権に関する最新情報を広

く提供することにより、研究者や実務者の研究に資するとともに、著作権思想普及に貢献で

きるものである。 
      
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター、パンフレット等) 
  「ＣＲＩＣ著作権研修講座講演録 2010」 1,800 部 
  
６ その他 
(1) 添付資料  委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
記 

 
１ 委託事業名 

著作権制度広報ビデオ(4 作品)の貸出し、上映、および解説冊子作成・配布事業 
 
２ 事業の実施経過 

ビデオ教材ソフト 4 作品の無償貸出しを行ったほか、「市民のための著作権講座」「東京国

際ブックフェア」「図書館総合展」等において上映した。また、著作権制度を解説した冊

子を鑑賞予定者数に合わせて、貸出ビデオに同封して配布した。 
  

３ 実施内容及び成果 
一般からの要請に応じて貸出しを行った。貸出回数・鑑賞人数は以下のとおりである。 

作  品 貸出回数 鑑賞人数 
①おじゃる丸「チョサクケンと3つの約束」 21 回 914 名 
②チャレンジ！コピーライトクイズ 28 回 1,185 名 
③上戸彩の著作権早わかり 112 回 9,648 名 
④著作権を知っていますか？～著作物の私的使用～ 62 回 5,156 名 

合   計 223 回 16,903 名 
   また、ビデオ貸出しの際、鑑賞者に送付している著作権制度解説冊子「オマケの解説」を

15,000 部作成し、申込み時の鑑賞予定者数に合わせて配布した。 
 
４ 今後予想される効果 

映像による著作権思想普及活動は、出版物とは違った側面と、高い効果が期待できるもの 
であり、今後も貸出し及び上映を継続することにより、著作権思想普及に資することができ 
る。 

      
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター、パンフレット等) 
  「著作権制度解説冊子～ビデオをご覧いただく方へのオマケの解説」 15,000 部 
  
６ その他 

(1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
記 

 
１ 委託事業名 

著作権制度広報ビデオ製作事業 
 
２ 事業の実施経過 

 「著作権制度広報ビデオの貸出し・上映事業」においては、著作権に関する勉強会・研修

会・学校の授業等における補助教材としてビデオ 4 作品を貸出しているが、4 作品とも製作

されてから相当の年数を経過していることから、新たにビデオ 1 作品を製作した。 

 
３ 実施内容及び成果 

 現在のビデオ 4 作品のうち、貸出件数が最も多く、また利用者からも続編の提供要望が

多く寄せられていた「上戸彩の著作権早わかり」のシリーズ第 2 弾を製作した。 
 
４ 今後予想される効果 

映像による著作権思想普及活動は、出版物とは違った側面と、高い効果が期待できる。新

作を加えた 5 作品の貸出し及び上映を継続することにより、著作権思想普及に資すること

ができる。 
      
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター、パンフレット等) 
  「上戸彩の著作権早わかり Part 2」ＤＶＤ 50 部 
   
６ その他 

(1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
１ 委託事業名 

「外国著作権法令集(英国編・韓国編)」の翻訳・作成・配布事業 

 
２ 事業の実施経過 

「英国著作権法」並びに「韓国著作権法」を翻訳し、外国著作権法令集として発行、配布し

た。 
 
３ 実施内容及び成果 

 英国編については帝京科学大学名誉教授 大山幸房氏に、韓国編については山梨学院大学

准教授 金亮完氏に、それぞれ翻訳を依頼した。 
英国編は 12 月に、韓国編は 2 月に、各 1,300 部作成し、当センター会員・著作権研究者・

実務者等に配布した。 
なお、この翻訳外国著作権法令集は、別途、CRIC のホームページに掲載し、研究者等の

便宜に供している。 
 

 
４ 今後予想される効果 

  今後も、各国の著作権法を順次翻訳発行することにより、研究者や実務者の研究に大いに 
資するとともに、著作権思想の普及にも貢献できるものである。 
 

５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター、パンフレット等) 
「外国著作権法令集(44)（英国編）」 1,300 部 
「外国著作権法令集(45)（韓国編）」 1,300 部 

 
６ その他資料 
 (1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 

１ 委託事業名 
     インターネットによる著作権情報提供事業 
 
２ 事業の実施経過 

インターネットによる著作権制度普及のための情報提供を行った。既にアップロードして

いるコンテンツの 2010 年度版への更新のほか、年間を通じて必要な追加、修正を行った。 
 
３ 実施内容及び成果 

『著作権 Q＆A シリーズ』の「QA ページ」情報を 2010 年版へ更新、『著作権データベ

ース』の「著作権関係法令」情報の更新および「著作権文献資料目録 2008」の情報追加、

『著作権審議会報告』への情報追加、『外国著作権法令集』への「英国編」および「韓国編」

の追加、『出版物案内』の「無償パンフレット」のデジタル・ブック化を行った。 
 『英語版ページ』では「無償パンフレット英語版」「Copyright Law of Japan」「Copyright 
System in Japan」の 2010 年版への更新を行った。 
 その他、サイトマップの図式化を行った。 

     年間のアクセス件数は、650,330 件（月平均 54,192 件）であった。 
 
４ 今後予想される効果 

当ホームページは、研究者・実務者・一般市民等多くのユーザーにとって、その必要とす

る様々な著作権情報を一箇所で入手できるという利便性を提供するものでもあり、今後も継

続して情報提供することにより、インターネットによる著作権思想普及効果は、ますます高

まることが期待できる。 
 
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 
  （特になし） 
 
６ その他資料 
 (1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名 

「著作権相談室」における電話・面接相談事業 
 
２ 事業の実施経過 

電話および面接による著作権相談を実施した。 
電話相談は、平日（月～金曜日）の 10 時から 16 時まで、面接相談は、毎月 2 回（第 2、第

4 木曜日）予約制で 11 時から 16 時まで、相談に応じた。 
 
３ 実施内容及び成果 

連日2名の相談員が常駐し広く一般からの電話相談に応じるとともに、毎月2回の面接によ

る相談を実施した。 
年間の相談件数は、電話 6,390 件、面接 62 件、合計 6,452 件（月平均 538 件）であった。 
なお、7月開催の「東京国際ブックフェア」および11月開催の「図書館総合展」では、出

展ブース内に著作権相談コーナーを設け、相談員が来場者からの質問や相談に応じた。 
 

４ 今後予想される効果 
多岐に亘る質問に対し、相談員が直接対話により、的確に回答することによって、著作権

制度に関する理解を深めており、この事業は、著作権思想普及事業の最も重要なものの 1 つ

となっている。デジタル化・ネットワーク化の進展に伴って、相談内容もますます多岐にな

っていくことが予想され、この相談事業の重要性・必要性はさらに高まるものと考えられる。 
      
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 

（特になし） 
 
６ その他資料 

 (1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しま

したので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名 

東京国際ブックフェア、図書館総合展への出展事業 
 
２ 事業の実施経過 

 「第 17 回東京国際ブックフェア」（平成 22 年 7 月 8 日～11 日 / 於：東京ビッグサ

イト）及び「第 12 回図書館総合展」（平成 22 年 11 月 24 日～26 日 / 於：パシフィ

コ横浜）にブースを出展し、SARVH 及び当センター事業案内・著作権制度広報パン

フレットの配布、著作権制度広報ビデオの上映、当センター著作権相談員による著作

権相談、有料書籍の紹介を行った。 
 また、図書館総合展では、国立国会図書館の南亮一氏を講師に迎え、「図書館と著

作権」をテーマとしたフォーラムを開催し、140 名の参加があった。 
 
３ 実施内容及び成果 

主な配布物および配布数は以下のとおりである。 

配 布 物 配布数 
ブックフェア 図書館総合展 

「はじめての著作権講座～著作権って何？」 2,800 750 
「はじめての著作権講座Ⅱ～こんなときあなたは？」 2,800 750 
「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾈｯﾄﾜｰｸ社会と著作権」 2,800 750 
「学校教育と著作権(ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ著作権①）」 2,800 750 
「私的録音録画と著作権(ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ著作権②)」 2,800 750 
「図書館と著作権(ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ著作権③)」 2,800 750 
「コミックでわかる著作権・おじゃる丸」 2,800 750 
「教師のための著作権講座」 500 500 
「生徒のための著作権教室」 500 500 
SARVH 事業案内 500 200 
ＣＲＩＣ事業案内 2,672 750 
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４ 今後予想される効果 
上記イベントへの来訪者は、出版関係者、教育関係者など、著作権に関わりをもつ者

や、著作権に関心を持つ者が多く、冊子の入手を希望する者の他、著作権に関して質問

する者も多い。また、社内研修用に資料を求める事例などもあり、これらの事業は、今

後とも著作権思想の普及に有効な事業である。 
     
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 
  （特になし） 
 
６ その他 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告します。 
 

記 
 

１ 委託事業名 
  「第 8 回著作権・著作隣接権論文」の募集事業 
 
２ 事業の実施経過 

5 月に委員会を開催し、募集要項、ポスター、実施スケジュール等を決定した。その決定

に基づき、応募期限を平成 23 年 3 月 31 日として、7 月より募集を開始した。 
 
３ 実施内容及び成果 

全国の大学・大学院等へ募集要項・ポスターを配布するとともに、関係団体、研究者、学

識者等の協力を得て関係先への募集案内、告知を行った。その結果、応募期限の平成 23 年 3
月末日までに 26 件の応募があった。 
なお、平成 23 年度では応募論文の審査と優秀論文表彰、及び入賞論文集の発行を行う。 

 
４ 今後予想される効果 

論文募集・顕彰事業は、次世代を担う著作権法制の研究者・実務者の研究の振興に資する

ものである。本事業は今回で 8 回目となるが、回を重ねるごとに質においても充実してきて

いるとの評価もあり、過去の入賞者の中には著作権に係る法律家・学識者として活躍してい

る者も多い。今後も研究者の裾野の拡大ならびに育成が期待できる事業である。 
 
５ 本事業により作成した印刷物（研究報告書、ポスター・パンフレット） 

 著作権・著作隣接権論文募集要項  11,000 部 
   著作権・著作隣接権論文募集ポスター    450 部 
 
６ その他資料 
 (1) 委託事業収支決算書  



(様式第5号） 【SARVH】

社)著作権情報センター

（単位：円）

項     目 予  算  額 決  算  額 予  算  残

Ⅰ事業活動収支の部

　1.事業活動収入

補助金等収入 [  1,570,000] [  1,428,604] [  141,396]

受  託  収  入 1,570,000 1,570,000 0

受託金返還 -141,396 141,396

事業活動収入計 1,570,000 1,428,604 141,396

　2.事業活動支出

事業費支出 [  1,299,000] [  1,184,253] [  114,747]

印刷製本費支出 740,000 724,215 15,785 （株）ｼｰｽﾞ 582,750

㈱ダイワ他 141,465

計 724,215

会議費支出 20,000 0 20,000

旅費交通費支出 58,000 57,510 490 委員会出席旅費 45,510

宿泊費 12,000

計 57,510

通信運搬費支出 250,000 249,900 100 郵便

ヤマト運輸 1,050
（株）ｼｰｽﾞ 248,850

計 249,900

消耗品費支出 21,000 2,628 18,372

コピー代 2,628

給料手当支出 210,000 150,000 60,000 審査委員謝金4名 150,000 ※

管理費負担金支出 260,000 236,851 23,149 事業費×20.0%

消費税納税見合支出 11,000 7,500 3,500 ※非課税支出計×5% 150,000 ※計

事業活動支出計 1,570,000 1,428,604 141,396

事業活動収支差額 0 0 0

Ⅱ投資活動収支の部

Ⅲ財務活動収支の部

当期収支差額 0 0 0

前期繰越収支差額 0 0 0

次期繰越収支差額 0 0 0

委託事業収支決算書

摘          要

事業項目：「第8回著作権・著作隣接権論文」の募集事業

自平成22年4月  1日
至平成23年3月31日
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名 

「著作権文献・資料目録 2009」の発行・配布事業 
 
２ 事業の実施経過 

2009 年（平成 21 年）1 月 1 日から同年 12 月 31 日までの間に公表された著作権等に関す

る書籍・論文等を調査し、これを分類整理して目録として取りまとめ発行した。 
この目録は、毎年発行しており、2009 版は 24 冊目の発行となる。 

 
３ 実施内容及び成果 

2011 年 3 月に 1,750 部を作成し、当センター会員・学識者・主要な公共図書館等に 1,609
部を配布した。 

なお、この文献・資料目録は、別途、CRIC のホームページに掲載し、研究者等の便宜に

供している。 
 
４ 今後予想される効果 

1 年間に公表された著作権等に関する書籍や論文等を網羅した本目録は、その年の著作権

に関する情報入手の手段として不可欠なものであり、著作権制度に関する調査研究、著作権

等に関する実務処理において、大変有用なものとして重用されている。 
今後も継続して、作成・配布することにより、著作権思想の普及に大いに貢献できるもの

である。 
 
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 

「著作権文献・資料目録 2009」 1,750 部 
 
６ その他資料 
 (1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 

委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 

 
１ 委託事業名 

全国主要都市における「市民のための著作権講座」の開催事業 
 
２ 事業の実施経過 

名古屋（5 月）、大阪（6 月）、浜松（7 月）、前橋（9 月）、松山(11 月)、福岡（2 月）で開

催した。 
 

３ 実施内容及び成果 
全国 6 都市で開催した。開催日、講座内容、講師および受講者数は、別紙一覧表のとおり

である。この講座において、参加者に対し「著作権制度広報パンフレット 7 種類」「SARVH
事業案内」「くれあとーれ」を配布するとともに、午後の講演の開始前に、著作権制度広報

ビデオを上映した。 
    
４ 今後予想される効果 

受講者は、近年の著作権に対する関心の高まりを反映し、地元のマスコミ(新聞・放送・広

告代理店・出版社等)関係者、企業の知的財産部門或いは広報担当者、市職員、市民会館・図

書館等の公共施設関係者、弁護士、行政書士、学生、一般市民等々、益々広範囲になってき

ており、また、年齢層も二十代の学生から老齢者までと幅広い。 
参加者数はここ数年来増加傾向にあり、昨年度に引き続き過去最多の 700 名の参加があっ

た。参加者からは講演内容・配布資料等についても総じて好評であり、開催地区・回数の拡

充や継続的な開催を望む声が多い。 
今後も、継続的に実施することにより、著作権思想の普及に大いに貢献できるものである。 

  
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 

受講者募集ポスター、チラシ 

   講座プログラム 

 
６ その他資料 

(1) 委託事業収支決算書 
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別紙 

 
 

「市民のための著作権講座」平成 22 度 開催日・会場、講師・演題および受講者数 
 

開催日／会場 講師 ／「演題」 参加人員 
5 月 28 日 名古屋市 
名古屋国際センター 

久留米大学名誉教授 大家 重夫 
 ｢著作権とはどんな権利か｣ 

弁護士 前田 哲男 
「日常生活で著作物を利用するには」 

173 名 
 

6 月 25 日 大阪市 
梅田センタービル 

青山学院大学名誉教授 半田 正夫 
「私たちの身近な著作権  
 ～わが国における著作権制度の仕組みとの関連で～」 

弁護士 北村 行夫 
「デジタル出版の登場と著作権の仕組み」 

154 名 
 

7 月 30 日 浜松市 
サーラシティ浜松 

岡山大学名誉教授 阿部 浩二 
「著作権法の生成と 100 余年の歩み」 

弁護士 神谷 信行 
 「日常生活の中の音楽著作権」 

88 名 

9 月 17 日 前橋市 
前橋テルサ 

青山学院大学名誉教授 半田 正夫 
「私たちの身近な著作権  

 ～わが国における著作権制度の仕組みとの関連で～」 
弁護士 福井 建策 

｢ビジネス、ネット、日常生活の著作権知識｣ 

84 名 

11 月 19 日 松山市 
メルパルク松山 

岡山大学名誉教授 阿部 浩二 
「著作権法の生成と 100 余年の歩み 
  ～日常生活に即して」 

弁護士 三山 裕三 
 「アイデア及び表現と翻案(物)等の位置づけ」 

38 名 

2 月 18 日 福岡市 
エルガーラホール 

日本大学大学院知的財産研究科教授 土肥 一史 
 ｢私たちの生活の中の著作権法｣ 
弁護士 三山 峻司 
「著作権侵害の分岐点～著作物の類似判断を探る～」 

163 名 

合計 700 名  
 

49 



50



 

51 

（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました 
ので、報告いたします。 

記 
１ 委託事業名 
   留学生海外派遣事業 
 
２ 事業の実施経過 

平成 23 年度在外研修員の募集を行い 1 名の応募があったが、採用には至らなかった。 
また、平成 20 年度在外研修員の研修が 7 月に、平成 21 年度在外研修員の研修が 8 月に、

それぞれ終了した。 
 
３ 実施内容及び成果 

平成 23 年度在外研修員について 7 月に募集を開始し、応募期限の平成 23 年 1 月末までに

1 名の応募があった。しかし応募者は、既に他団体の在外研修員として内定を得ているとの

ことから、採用を見送ることとした。 
また、平成 20 年 8 月から２年間カリフォルニア大学バークレー校ロースクールに派遣し

ていた平成 20 年度在外研修員の研修が 7 月に、平成 21 年 9 月から 1 年間ミュンヘンのマッ

クス・プランク研究所に派遣していた平成 21 年度在外研修員の研修が、8 月に終了した。 
なお、平成 22 年度在外研修員募集には応募がなかったため、平成 22 年度在外研修員の派

遣は実施しなかった。 
 
４ 今後予想される効果 
   外国の著作権制度等調査研究のため若手研究者を海外に派遣し、国際的視野に富む著作権

制度の研究者・専門家を育成することはきわめて有意義である。本事業を継続実施すること

により、研究者の裾野の拡大ならびに育成が期待できる。 
 
５ 本事業により作成した印刷物（研究報告書、ポスター・パンフレット） 
   平成 23 年度著作権・著作隣接権在外研修員募集要項   11,000 部 
   平成 23 年度著作権・著作隣接権在外研修員募集ポスター   450 部 
 
６ その他資料 
 (1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 

１ 受託事業名 
子供向け WEB サイト「KIDS－CRIC」による著作権思想普及事業 

 
２ 事業の実施経過 

児童・生徒向け著作権思想普及のためのサイト「KIDS－CRIC」の運営を行った。 
 
３ 実施内容及び成果 

『クイズ・ゲームの広場』の「コピーライト道場・上級編」に旧バージョンを再アップロ

ードしての並行運営、「コピーライト・アドベンチャー・アイヌラックルの冒険」にＱＡ10
問を追加、『みんなの掲示板』の随時更新、おじゃる丸の既存ページにキャラクターの音声

追加を行ったほか、サイト内メンテナンスを行った。 
平成 22 年度の年間アクセス件数は、245,077 件（月平均 20,423 件）であった。 

 
４ 今後予想される効果 

家庭へのパソコンの普及とインターネット環境の進展に加え、全国の小学校の教室にもパ

ソコンが設置され、また、授業の中で「著作権」が取り上げられることもあり、アクセス件

数はここ数年、月間平均 20,000 件を超えている。 
このサイトを充実させ、運営を継続することにより、児童・生徒向けの著作権普及事業は、

今後も、さらに効果が高まることが期待出来る。 
 
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 

（特になし） 
 
６ その他 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 

委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 

 
１ 委託事業名 
  「著作権特別講演会」の開催事業 
   
２ 事業の実施経過 

8 月 20 日に大阪、8 月 25 日に東京で開催した。 
 

３ 実施内容及び成果 
   文化庁長官官房著作権課長の永山裕二氏を講師に迎え、「著作権行政をめぐる最新の動向

について」との演題で、8 月 20 日は大阪の難波別院御堂会館において、また 8 月 25 日は東

京の明治記念館において定員一杯の事前申し込みを受けて開催した。参加者数は、大阪が 119
名、東京が 359 名であった。 

 
４ 今後予想される効果 

著作権行政の最新動向については、著作権関係者や研究者のみならず、近年では企業の実

務担当者をはじめ広く一般市民の関心も高いことから、この講演会に対する開催要望は大き

く、また評価も高い。 
今後も引き続き実施することにより、著作権制度の理解の促進、著作権思想の普及に貢献

できるものである。 
 
５ 本事業により作成した印刷物(研究報告書、ポスター・パンフレット等) 
   開催案内チラシ 
   受講者用レジュメ 
   受講票 
 
６ その他資料 

(1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 
委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
１ 委託事業名  

資料室における図書資料等の収集および提供事業 
 
２ 事業の実施経過 

  国内外の著作権･著作隣接権関係図書・資料の収集整理を行い、閲覧に供した。 
   

３ 実施内容及び成果 
8 月、11 月、1 月の 3 回にわたり「図書選定委員会」を開催し、本年度の収集図書、資料

の選定を行った。 
また、10 月 4 日から 15 日までの間、蔵書点検を実施した。 
平成 22 年度末の蔵書登録数は、28,642 冊。また、平成 22 年度の資料室利用者数は延べ

254 名であった。 
 
４ 今後予想される効果 
    所蔵されている図書資料は、その数・内容とも一段と充実し、専門書図書館に相応しいも

のとなっている。今後、蔵書の一層の充実を図ることにより、この資料室の存在意義は、ま

すます高まることが期待できる。 

 

５ 本事業により作成した印刷物（研究報告書、ポスター・パンフレット） 
 （特になし） 

 
６ その他資料 
 (1) 委託事業収支決算書 
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（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名 

著作権法と不正競争防止法に関する調査・研究事業 
 
２ 事業の実施経過 

附属著作権研究所に「著作権法と不正競争防止法委員会」を設置のうえ、委員会を 4 回開

催し、調査研究を進めた。 
    
３ 実施の内容及び成果 

附属著作権研究所に 7 名の委員からなる「著作権法と不正競争防止法委員会」を設置して

調査研究体制を整え、4 回の委員会を開催した。 
なお、本調査研究は、平成 22、23、24 年度の 3 年間に亘って継続実施する予定の事業で

ある。 
 
４ 今後予想される効果 
   
５ 本事業により作成した印刷物（研究報告書、ポスター・パンフレット等） 
   
６ その他資料 

(1) 委託事業収支決算書 
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著作権法と不正競争防止法委員会 別紙 

 
 
｢著作権法と不正競争防止法委員会｣委員名簿 
 

座  長  紋 谷 暢 男（成蹊大学法科大学院教授） 

委  員  牛 木 理 一（弁理士） 

   大 橋 麻 也（早稲田大学法学部助教）   

   渋 谷 達 紀（早稲田大学法学部教授） 

   角 田 政 芳（東海大学法科大学院教授）  

   田 中  豊 （弁護士）  

   茶 園 茂 樹（大阪大学大学院高等司法研究科教授）   



62



63



 

64 

（様式第 4 号） 
平成 23 年 4 月 18 日 

 

委託事業実施報告書 

 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 

   社団法人著作権情報センター 
                                                       理事長   野 木  武 壽 

 
  平成 22 年 4 月 1 日付けで貴協会から委託のあった事業については、下記の通り実施しました

ので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 委託事業名 

著作権と表現の自由に関する調査・研究事業 
 
２ 事業の実施経過 

附属著作権研究所に「著作権と表現の自由委員会」を設置のうえ、委員会を 6 回開催し、

調査研究を進めた。 
 
３ 実施の内容及び成果 

附属著作権研究所に 9 名の委員からなる「著作権と表現の自由委員会」を設置して調査研

究体制を整え、6 回の委員会を開催した。 
第 3 回委員会においては、一橋大学名誉教授の堀部政男氏を招聘して「プライバシー、個

人情報保護の国際的整合性と独立データ保護機関」に関する報告を、第 5 回委員会では、東

京大学名誉教授の奥平康弘氏を招聘して「表現の自由」に関する報告を、また第６回委員会

では、作家の奥泉光氏を招聘して「パロディ等」についての報告を受け、これらの報告に基

づく討議・検討を行った。 
なお、本調査研究は、平成 22、23、24 年度の 3 年間に亘って継続実施する予定の事業で

ある。 
 

４ 今後予想される効果 
   
５ 本事業により作成した印刷物（研究報告書、ポスター・パンフレット等） 

  
６ その他資料 

(1) 委託事業収支決算書 
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著作権と表現の自由に関する調査・研究事業 別紙 

 
 
｢著作権と表現の自由委員会｣委員名簿 
 

座  長  阿 部 浩 二（岡山大学名誉教授） 

委  員  佐野 文一郎（(社)日本工芸会会長） 

          田 倉  保  （弁護士・弁理士） 

          丹 野  章  （(協)日本写真家ユニオン相談役） 

       永井 多恵子（せたがや文化財団副理事長） 

    針 生 一 郎（美術評論家）[平成 22 年 5 月 26 日まで] 

          松 田 政 行（弁護士・中央大学法科大学院客員教授） 

          三 田 誠 広（(社)日本文藝家協会副理事長） 

          本 山 雅 弘（国士舘大学法学部准教授） 
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助 成 事 業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 



1 CRIC／「コピライト誌の発行・配布事業」 67

2 日本動画協会／「東京国際アニメフェア2011」出展事業 71

3 CODA／「海外における日本コンテンツ海賊版への対策事業」 77

4 芸団協／「舞台芸術の国際交流に関する調査研究事業」　　　　　　　　　　　　　 85

助 成 事 業
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（様式第 14 号） 
平成 23 年 3 月 29 日 

 
 
 

事 業 実 施 報 告 書 
 
 
社団法人 私的録画補償金管理協会 
  理事長  砂 原  幸 雄  殿 
                           住所 東京都新宿区西新宿 3-20-2 

名称   社団法人著作権情報センター 
                                                 代表者  理事長   野 木 武 壽 

 
 
  平成 22 年 4 月１日付けで貴協会から助成決定のあった事業については、下記の通り実施しま

したので、報告いたします。 
 

記 
 
１ 事業名 
    月刊「コピライト」誌の発行・配布事業 
 毎月 3,290 部発行 
 
 
 
＜添付資料＞ 

  (1) 事業報告書 
(2) 収支決算書 
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（様式第 15 号） 

 
 

事 業 報 告 書 
 
 
１ 助成事業名  

 コピライト誌の発行・配布事業 
 
２ 事業の実施経過 

 著作権・著作隣接権に関する専門情報誌として、毎月発行・配布した。 
 

３ 実施内容及び成果 
 著作権・著作隣接権に関する月刊専門情報誌として、毎月一日に 3,290 部を発行し、当セ

ンター会員、行政機関、大学、図書館協会および主な公立図書館、裁判所、都道府県教育委

員会等に無料で配布した。 
    
４ 今後予想される効果 

 著作権・著作隣接権に関する月刊専門情報誌として、会員ほか幅広く多数の関係者に対し

て国内外の最新情報をはじめ多様な情報を提供しており、著作権思想の普及のみならず、著

作権制度に関する調査研究、著作権等に関する実務研修面においても、重要な役割を担って

いる。 
 今後、更に内容の充実を図るとともに、読者の拡大（会員の拡大）に務め、著作権思想普

及等の効果を高めるよう、より一層努力する。 
 

５ 本事業により作成した印刷物（研究報告書、ポスター・パンフレット） 
 平成 22 年 4 月号（No.588）～平成 23 年 3 月号（No.599） 
  

６ その他 
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